
放射能汚染対策を難しくしている原因の一つとして、

国がいう対策の必要な数値が揺れ動き、市民は何を信

じていいか分からず、不安が増幅してしまったことが

あげられる。

このことを踏まえ、支援法は、原発事故により放出

された放射性物質による放射線が、人の健康に及ぼす

危険について科学的に十分解明されていないこと

により、一定以上の放射線量が計測される地域に

居住していた者が健康上の不安を抱えていること

から、その解消のために幅広な支援を行なうこと

を目的として制定された。

重要なのは一定の数値が市民の納得のいくもの

でなければ不安の解消にはならないということで

ある。

ところが、国会の議事録を見ると提案者の答弁

は各党で微妙に異なり、また、条文の文言にも微

妙な表現の違いがある。

このままでは、施行をまかされた行政の意のま

まになり、対象が狭められてしまう。そうさせて

はいけない。

基本方針案のパブコメで、私は「『不安の解消』

を中心に基準を考えるべきである。不安を感じて

いる人がいて、しかも、不安を解消できる科学的

な説明ができないことから作られた法律である以

上、基準は考えうる一番厳しい１ミリシーベルト

とすべきである」と申し上げた。

残念ながら意見は採用されな

かった。閣議決定された内容で

は、法の意図する市民の不安の

解消にはならない。今後も不安

の解消のために支援地域の拡大

を強く訴えていきたい。

子ども・被災者支援法の基本方針に異議あり

脱原発をめざす首長会議のメンバーである根本崇・千葉県野田市長は10月1日、「原発事故子ども・

被災者支援法」の基本方針（案）に関する要望書を復興庁へ提出した。

なぜ復興庁へ要望書を出したのか。そして今、閣議決定された基本方針など政府の対応をどう感じて

いるのだろうか。 ＊写真は復興庁に提出された要望書の一部

「被災者支援法の基本方針 なぜ私は要望書を出したのか」

千葉県野田市長 根本崇

《首長たちは今》


